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核のゴミ、（原発事故）
原発の運転によって必然的に⽣み出される「核のゴミ」と呼ばれる⾼レ
ベル放射性廃棄物。放射能が安全なレベルまで低下するまで１０万年か
かると⾔われるが、その処分⽅法は決まっていません。
そして、安全と⾔われていた原発の事故から10年経った今でも廃炉が
終わるまでまだ３０〜50年かかると⾔われている。

このような原発を今後も再稼働し、使い続けるのだろうか？





（深）地層処分とは
ここでいう「地層」とは、断層などの「地質構造」と地下⽔などの「地質環境」を合わせた安定性につ
いて考えている

⾼レベル放射性廃棄物の処分⽅法としての地層処分に関する研究開発の経緯
1976年 研究開始 核燃料サイクル開発機構（現在の⽇本原⼦⼒研究開発機構発機構）
1999年 「わが国における⾼レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性ー地層処分研

究開発第２次取りまとめー」報告書
結論
①地層処分概念の成⽴に必要な条件を満たす地質環境がわが国に広く存在し、特定の地
質環境がそのような条件を備えているか否かを調査・評価する⽅法が開発された。

②幅広い地質環境条件に対して、⼈⼝バリアや処分施設を適切に設計・施⼯する技術が
開発された。

③地層処分の⻑期にわたる安全性を予測的に評価する⽅法が開発された。それにより、
適切なサイト選定やサイト特性調査がなされ、それに基づいて処分場の設計がなさ
れることにより、安全性が確保出来ることが確認できた。

原⼦⼒委員会の評価
「地層処分の事業化に向けて、技術的な拠り所となる」



2000年 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」制定
原⼦⼒発電環境整備機構（NUMO)設⽴

2007年 ⾼知県東洋町から地層処分候補地の応募があったが町⺠の反対で取り下げ。
2010年 原⼦⼒委員会より⽇本学術会議に「⾼レベル放射性廃棄物の処分に関する取り組

みについて」諮問
2011年3⽉ 東⽇本⼤震災による地震、津波により東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所爆発事故
2012年9⽉ ⽇本学術会議より原⼦⼒委員会への「回答」提出

12⽉ 原⼦⼒委員会の⾒解
「委員会の直接の問いかけを超えて斬新な切り⼝で問題を分析し、それに基づいて
参考にすべき多くの提⾔を述べており、そのことを通じて関係者が本来最も意識し
て取組むべきことをこれまで優先順位を⾼く意識しないできたことを認識させた」
との評価。



原子力委員会より日本学術会議への諮問
に対する回答（2012年9月）

以下の6項⽬について回答した。

１.  ⾼レベル放射性廃棄物の処分に関する政策の抜本的⾒直し
２.  科学・技術的能⼒の限界の認識と科学的⾃律性の確保
３.  「暫定保管」および「総量管理」を柱とした政策枠組みの再構築
４.  負担の公平性に関する説得⼒ある政策決定⼿続きの必要性
５. 討論の場の設定による多段階合意形成の⼿続きの必要性
６.  問題解決には⻑期的な粘り強い取り組みが必要であることへの認識



日本学術会議の回答に対する原子力委員会
の見解（2012年12月）

１.  処分すべき⾼レベル放射性廃棄物の量と特性を原⼦⼒・核燃料サイクル政策と⼀
体で明らかにすること

２.  地球科学分野の最新の知⾒を反映して地層処分の実施可能性について調査研究
し、

その成果を国⺠と共有すること
３.  「暫定保管」の必要性と意義を踏まえて取組の改良・改善を図ること
４.  処分に係る技術と処分場の選択の過程を社会と共有する仕組みを整備すること
５.  国が前⾯に出て再構築に取り組むこと



その後の動向と課題（2013年4⽉以降）
2013年4⽉23⽇ 経産省総合資源エネルギー調査会 「電気事業分科会放射性廃棄物⼩委員会」（その
後同「原⼦⼒⼩委員会放射性廃棄物ワーキンググループ」と変更）の開催を決定し、最終処分の取組の
⾒直し検討が開始された。別途「原⼦⼒⼩委員会地層処分技術ワーキンググループ」も設置された。

2014年4⽉11⽇ 政府、「エネルギー基本政策」閣議決定
基本政策に含まれる記述
＊ 廃棄物を発⽣させた元世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう、・・国が前⾯
に⽴って取り組む必要がある

＊ 地層処分の技術的信頼性について最新の科学的知⾒を定期的かつ計測的に評価・反映・・幅
広い選択肢を確保するための調査・研究の推進・・処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持し
た場合の影響の調査・研究・・処分場閉鎖までの間の⾼レベル放射性廃棄物の管理のあり⽅
を具体化する。

＊ 国は、科学的有望地を⽰す等を通じ、地域の地質環境特性を科学的検知から説明し、⽴地へ
の理解を求める。そのため、総合資源エネルギー調査会の審議を踏まえ「最終処分関係閣僚
会議」において具体化を図り、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本⽅針（2008年3
⽉閣議決定）の改定を早急に⾏う。



「核のゴミ」処分に関する各国の状況

後志・
寿都町、
積丹・
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2020年8⽉
受⼊表明



フィンランドの「核のゴミ」処分地



突端にオルキルオト原発（手前が「オンカロ」） 



「オンカロ」を上空から撮影 





「核のゴミ」とは
国際的には使⽤済み核燃料⾃体が⾼レベル放射性廃棄物であるが、⽇本では、原発で使⽤済みの核
燃料を化学処理して、核反応で⽣成されたプルトニウムと燃え残りのウランを回収し（再処理）、
核燃料として再利⽤する（核燃料サイクル）。
再処理の廃液をガラスで固めた「ガラス固化体」を地層処分することになっていることから、この
「ガラス固化体」を「核のゴミ」と呼んでいる。

製造直後のガラス固化体は、2秒で100％の⼈が死亡する程⾼い表⾯放射線量と2000ワット以上の
発熱量を有する。
それを30〜50年地上管理で減衰させた後、地下300m以深に埋め捨てる。（地層処分）

処分場建設に10年、操業 50年、閉鎖 10年かかると⾔われている。







地層処分⽅法





幌延深地層研究センターが設置されるまでの概略経緯

l 1981年 幌延町 原⼦⼒施設の誘致を表明
地盤が堅固でないため実現せず。

低レベル放射性廃棄物施設の誘致を図る。
うまくいかなかった。

動燃 ⾼レベル放射性廃棄物「貯蔵工学センター計画」の誘致を図る。
「貯蔵⼯学センター計画」とは
東海再処理⼯場で製造された⾼レベル放射性廃棄物ガラス固化体
を貯蔵しつつ深地層の研究を⾏う施設建設の計画

l 1988年 上記の研究計画はこの時点で地下研究所と処分施設がセットになった。
l 1998年 科学技術庁「貯蔵⼯学センター計画」を取り下げ、新たに「深地層研究所計画」を

打ち出した。
l 1999年 北海道 「深地層研究所計画検討委員会」設置
l 2000年 道知事 16回の会合の後、受け⼊れを表明
l 2003年 機構 ⼟地の売買契約締結 電源三法交付⾦の対象となる

1985年11⽉23⽇ 動燃は貯蔵⼯学センター⽴地環境調査に着⼿した。
1986年8⽉ 闇討ち的にボーリング実施



主な質問や意⾒などは次のとおり。
・計画案の受け⼊れ後、「確認会議」を毎年開くというが、
これは過去の反省の結果なのか？専⾨有識者の選定は。
・今回の延⻑案の申し出のやり⽅は、道が原⼦⼒機構に舐められている。
・機構から回答期限を求めていないのに延⻑を決めたのは拙速。
・道⺠からの意⾒募集(11⽉６⽇〜12⽉５⽇)というが、500件余りしかなく、
少数すぎる。周知、広報が⾜りない。
「知らせているよ」は、「知られている」にはならない。
・道⺠の意⾒や質問に対する道の回答が、全て同じ⽂⾔のコピペばかり。
道は道⺠をバカにしている。
・計画案の受け⼊れをめぐり、「研究期間9年」を明記しなかった理由は？
・今回の説明会を開く４会場以外にも、計画案に対する意⾒書を
採択した旭川や、釧路でも開くべきだ。
・道は機構の話は聞くが、道⺠の意⾒は聞かない。

「『令和２年度以降の幌延深地層研究計画(案)』の受け⼊れに係る
道の対応に関する説明会」が、１⽉14⽇午後６時半から札幌市内で開かれた。



これらの批判に対する道の回答は、
・過去の対応を反省し、確認会議を毎年開くことにした。
・専⾨有識者に新たに、機構や専⾨家と道⺠との間の
「コミュニケーション分野」などを加えたい。
・研究期間は明記しない。鈴⽊知事は、再延⻑は認めないとしている。

北海道がんセンター名誉院⻑の⻄尾正道⽒が⽴ち、要旨次のような意⾒を述べた。
・⽶国は使⽤済み核燃料を地上保管している。⽇本も同様にすべし。⼀番安上がり。
・放射線の知識のないものが議論するな。アリバイ作りの議論になる。
・専⾨家と⾔えるのは御⽤学者ばかり、ないし、放射線のことがわからない素⼈がやっている。
・正しい科学的知識を持たないで、中途半端な⾏政をするな。しかも２〜3年したら部署が変わる。
⾏政の⼈たちは誰も責任を取らない。研究がどこまで進んでいるか全くわかっていない。
フェアに情報を出して⾒識を持って判断しろ。⼈間として、正しい科学的知識を持って欲しい。
・もんじゅは１兆円以上投資して、廃⽌。誰も責任を取っていない。デタラメすぎ。
地層処分が安全というなら、東京の公園に埋めよ。
・⼈間として、正しい科学的知識を持つ。ここが出発点になる。



「幌延問題」とは何か︖
幌延町：
1982年：原発誘致を計画したが、地盤調査の結果適地と判断されず進まず。

深地層処分に向けた試験データの収集とPR ・・・・「深地層研究センター」
PRのための施設 ・・・・「ゆめ地創館」

ガラス固化体の多重バリアを実際の規模で展⽰する実現規模施設
→放射性廃棄物が地下に漏れ出すのを少しでも遅らせるための研究が⾏われて

いる。
北海道、幌延町、核燃機構（現⽇本原⼦⼒研究開発機構）の３者協定

・「放射性廃棄物を持ち込まない」
・「研究終了後は地下研究施設を埋め戻す」
・「中間貯蔵施設を将来とも設置しない」

＜⽣活クラブブログより＞



生活クラブ生活協同組合�札幌市西区発寒9条13丁目1-10�TEL 011-665-1717 Copyright(C)2009 Seikatsu Club Consumer Cooperative.All Rights Reserved.

TOP > 脱原発運動の取り組み >  幌延問題への取り組み

�生活クラブの反原発運動の取り組みは1985年の「幌延問題」から始まった ともいえます。道北の幌延町に“高レベ

ル放射性廃棄物貯蔵施設”を誘致する計画が問題となり、「食糧生産地北海道と核のゴミは共存できない」「土に還らな

いものは捨てるべきではない」と反対を表明しました。以来、地元住民と共に粘り強く反対運動に取り組んできまし

た。  

�1981年の原発誘致問題から核廃棄物関連施設誘致へと酪農の町幌延の30年わたる反対運動は今も続いていま

す。この間、耳触りの悪い「貯蔵工学センター計画」から「深地層研究計画」へとごまかしながら強行に計画が進められ

てきました。  �長い反対運動の中で、2000年10月に道は「核を持ち込まない」いわゆる核抜き条例（注1）を前提に研

究を受け入れてしまいました。そして、道と幌延町と核燃機構（現日本原子力研究開発機構）は、「放射性廃棄物を持ち

込まないこと」「研究終了後は地下施設を埋め戻すこと」「中間貯蔵施設を将来とも設置しないこと」などの3者協定を

結んでいます。

�現在幌延町には、深地層処分にむけた試験データーの収集と、PRのための深地層研究センター（地下研究施設）、P

R施設「ゆめ地創館」、ガラス固化体の多重バリアを実際の規模で展示する実規模施設があり、地下研究のために二つ

の坑道が掘られ、放射性物質が地下に漏れ出すのを少しでも遅らせるための研究が行われています。

�注1）北海道における特定放射性廃棄物に関する条例

�国は「核のゴミ」を受け入れる自治体を必死に探しています。処分地に立候補すると  文献調査を行いますが、それだ

けで億単位のお金が交付されます。しかし、現在も最終処分地を受け入れる自治体はどこにもありません。厄介な「核

のゴミ」受け入れに賛成する市民はいないでしょう。このままでは研究施設のある幌延が、なし崩し的に処分地にされ

てしまうことが懸念されます。  

�日本では、原発の運転によって生じる使用済み核燃料を再処理した後に残る、核分裂生成物（死の灰）を含んだ廃液

を耐熱ガラスと混ぜてステンレスの容器に埋め込んだ「ガラス固化体」を 「高レベル放射性廃棄物」「高レベル放射性廃棄物」 と呼んでいます。

100万キロ㍗の原発を1年間運転するとガラス固化体にして30本ほどの高レベル放射性廃棄物が出来ます。

�このガラス固化体には1本で数億人にガンを起こさせるだけの放射能が含まれており、長くても30秒そばに立っ

ているだけで命を落とすほど毒性が強いと政府は発表しています。このガラス固化体を30〜50年中間貯蔵した

後、地下300メートルより深い岩盤の中に埋め捨てるのが日本の方針で、この処理方法を 深地層処分深地層処分といいま

す。�

�深地層処分は、人の手によって生み出された危険な「核のゴミ」を、人の目の届かないところに長期間（何万年も）棄

ててしまうというものです。放射能が漏れ出さない保障はありません。手に負えないものを負の遺産として未来に託

そうとする無謀で無責任なものです。  

�たくさんの組合員とその家族が幌延サマーキャンプに参加し、地元の人たちと交流を深め、共に反対運動を進めて

きました。町内一軒一軒を戸別訪問し、「札幌からきました。核のゴミについて私たちも考えています、お話聞かせて

ください」こんな言葉をかけながら私たちの思いを伝えてきました。

�核のゴミ問題に揺れる人口2600人の酪農のまち“幌延”の運動の歴史を語り継ぎ、私たちはどうしていくべきなの

か共に考えてきました。

私たちは原子力発電に反対します
幌延問題への取り組み
チェルノブイリの悲劇を繰り返さないために
泊原発を止める
日本初市民の共同発電所〜市民風車「はまかぜ」ちゃん
子どもたちのために原発やめて明るく暮らそう
泊を止める10の方法
放射能汚染防止法をつくろう

概要

加入から利用までの流れ

利用のしくみ

活動状況について

サイトマップ  個人情報保護方針  サイトの利用にあたって  資料請求

【 よくある質問 】  【 サイトマップ 】  【 リンク
】
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。
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縮
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イ
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大
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も
、
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度
が
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ら
な
い
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だ
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い
。
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縮
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だ
し
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各
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ご
と
に

6°
反
時
計
回
り
に
回
転
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版
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01
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）を
使
用
し
て
い
ま
す
。

科
学

的
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性
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ッ
プ
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例
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性

が
あ
る
と
推

定
さ
れ
る
地
域

（
地
下
深

部
の
長

期
安

定
性

等
の
観

点
）

好
ま
し
く
な
い
特
性

が
あ
る
と
推

定
さ
れ
る
地
域

（
将

来
の
掘
削
可

能
性

の
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点
）

好
ま
し
い
特
性

が
確

認
で
き
る
可
能

性
が

相
対

的
に
高

い
地
域

輸
送

面
で
も
好
ま
し
い
地
域

※
処

分
場

の
ス
ケ
ー
ル

に
つ
い
て

　
想

定
さ
れ

る
地

下
施

設
の

面
積

は
6
～

1
0
km

2
程

度
で
あ
る
。

　
こ
こ
で
は

例
と
し
て
3
km

×
3
km

の
サ

イ
ズ
を
示

す
。
→

　
ま
た
、
想

定
さ
れ

る
地

上
施

設
の

面
積

は
1
～

2
km

2
程

度
で
あ
る
。

　
こ
こ
で
は

例
と
し
て
1
km

×
1
km

の
サ

イ
ズ
を
示

す
。
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科学的特性マップ作成基準





イタリアの放射性廃棄物管理の実施
主体である「原⼦⼒施設管理会社」
（SOGIN）は2021年1⽉5⽇に、環
境・国⼟・海洋保護省（MATTIM）
及び経済開発省（MISE）の承認を
得て、国家放射性廃棄物センター
（Deposito Nazionale）のサイト選
定に向けた潜在的適性地域国家マッ
プ（CNAPI）を公表した。このマッ
プには67カ所の候補サイトが⽰され
ており、いずれかの場所において、
イタリア国内で発⽣した極低レベル
及び低レベル放射性廃棄物を受け⼊
れる浅地中処分場のほか、⾼レベル
及び中レベル放射性廃棄物の集中貯
蔵施設（CSA）を⽴地する計画であ
る。



フォーラム２−2 原発事故 に続きます。


